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告　　　　　示

　（２件）……………………………………………（福祉保健課）１
○指定障害児通所支援事業者の指定………………（障がい福祉課）２
○建築基準法に基づく道路の位置の指定…………（建築住宅課）２
　　　選挙管理委員会告示
○令和６年10月27日執行の衆議院小選挙区選出議
　員選挙に係る候補者の選挙運動に関する収支報
　告書の要旨……………………………………………………………２

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　頁
　　　告　　　示
○生活保護法に基づく医療機関の指定……………（福祉保健課）１
○生活保護法に基づく指定医療機関の廃止の届出…（　　〃　　）１
○生活保護法に基づく指定介護機関の廃止の届出

宮崎県告示第 227号　　　
　生活保護法（昭和25年法律第 144号）第49条（中国残留邦人等の
円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶
者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第30号）第14条第４項
においてその例によるものとされた場合を含む。）の規定により、
医療扶助及び医療支援給付のための医療を担当させる機関を次のと
おり指定した。
　　令和７年４月14日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣

名　　称 所　　在　　地 指定年月日

ふれあい薬局花繰
店

都城市花繰町６街区19
号

令和７年４月１日

おおつか調剤薬局 串間市大字奈留5171番
地

令和７年２月25日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
宮崎県告示第 228号
　生活保護法（昭和25年法律第 144号）第50条の２（第55条第２項
において準用する同法第50条の２）（中国残留邦人等の円滑な帰国
の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の
支援に関する法律（平成６年法律第30号）第14条第４項においてそ
の例によるものとされた場合を含む。）の規定により、指定医療機
関から次のとおり廃止した旨の届出があった。
　　令和７年４月14日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣

名　　称 所　　在　　地 廃止年月日

シゲシロ歯科医院 都城市早鈴町11街区18
号

令和７年１月31日

松田整形外科医院 日南市中央通２丁目２
番地６

令和７年２月５日

たんぽぽ薬局 児湯郡高鍋町大字北高
鍋1392番地

令和７年２月８日

さくら調剤薬局　
都城店

都城市大王町26街区15
号

令和７年２月28日

大森内科医院 児湯郡高鍋町大字北高
鍋1347番地２

令和７年２月28日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
宮崎県告示第 229号
　生活保護法（昭和25年法律第 144号）第54条の２第５項において
準用する同法第50条の２（中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並び
に永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関す
る法律（平成６年法律第30号）第14条第４項においてその例による
ものとされた場合を含む。）の規定により、指定介護機関から次の
とおり廃止した旨の届出があった。
　　令和７年４月14日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣

居宅介護事業者 居宅介護事業所
廃　止
年月日名　称 主たる事務

所の所在地 名　称 所在地

株式会社　
ニチイ学館

東京都千代
田区神田駒
河台四丁目
６番地

ニチイケア
センター門
川

東臼杵郡門
川町宮ヶ原
１丁目55番
地ワタナベ
テナント

令和６年
12月31日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
宮崎県告示第 230号
　生活保護法（昭和25年法律第 144号）第54条の２第５項において
準用する同法第50条の２（中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並び
に永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関す
る法律（平成６年法律第30号）第14条第４項においてその例による
ものとされた場合を含む。）の規定により、指定介護機関から次の
とおり廃止した旨の届出があった。
　　令和７年４月14日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
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居宅介護事業者 居宅介護事業所
廃　止
年月日名　称 主たる事務

所の所在地 名　称 所在地

医療法人渡
辺医院

えびの市向
江 929番地

通所リハビ
リテーショ
ンふき

えびの市向
江 929番地

令和７年
３月31日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
宮崎県告示第 231号
　児童福祉法（昭和22年法律第 164号）第21条の５の３第１項に規
定する指定障害児通所支援事業者を次のとおり指定した。
　　令和７年４月14日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣

事 業 所
番 号

指 定 障 害 児 通 所
支 援 事 業 所

指 定 障 害 児 通 所
支 援 事 業 者 指　定

年月日

事　業　等

の　種　類名　　　称 所　在　地 名　　　称 主たる事務
所の所在地

4550201018 都城こども発達支
援　心のヒーロー
上長飯

都城市上長飯町84
－18

ぷろてくと合同会
社

都城市早鈴町４街
区15号ルミエール
早鈴１－Ａ

令和７年５月１日 児童発達支援

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
宮崎県告示第 232号
　建築基準法（昭和25年法律第 201号）第42条第１項第５号の規定
により、次のとおり道路の位置を指定した。
　　令和７年４月14日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣

指定
番号

申請者
氏　名

位　　　　置
道路の概要
�メートル�

指　定
年月日

幅員 延長

�西都�
2024－
３

大平産業
株式会社
代表取締
役平岩直
樹

宮崎県西都市大字
右松字三反田2171
番11、同地先の水
路、2171番４

6.00  89.12 令和７
年３月
26日

選挙管理委員会告示

宮崎県選挙管理委員会告示第16号
　令和６年10月27日執行の衆議院小選挙区選出議員選挙に係る候補
者の選挙運動に関する収入及び支出の報告書の要旨について、公職
選挙法（昭和25年法律第 100号）第 192条第１項の規定により、次
のとおり公表する。
　　令和７年４月14日
　　　　　　　　宮崎県選挙管理委員会委員長　成　合　　　修
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